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１．2022年6月の東京電力管内における
電力需給ひっ迫

２．2022年度の電力需給対策
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6月27日から6月30日の東京電力管内を中心とする需給ひっ迫について

（１）6月にしては異例の暑さによる需要の大幅な増大

－6月26日時点の、翌27日の東電管内の想定最大需要5,276万kW
※東日本大震災以降の6月の最大需要は4,727万kW

－6月27日には平年より22日早い梅雨明け（関東甲信地方では平年7月19日頃）

（２）夏の高需要期（7・8月）に向けた発電所の計画的な補修点検

－6月30日から7月中旬にかけて約600万kWの火力発電所が順次稼働

✓火力発電所の出力増加、自家発の焚き増し、補修点検中の発電所の再稼働

✓他エリアからの電力融通（東京東北間の運用容量拡大(55万kW)、東京中部間のマージン開放(60万kW)、水力両用機の切り替え(16万kW)）

✓小売電気事業者から大口需要家への節電要請

✓国による東京エリアへの電力需給ひっ迫注意報の発令（6月26日から6月30日まで継続）

✓一般送配電事業者による北海道、東北、東京エリアへの需給ひっ迫準備情報の発表（6月27日及び
28日）

背景・要因

対応
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【参考】2022年3月の東日本における電力需給ひっ迫時における課題

第50回電力・ガス基本政策小委員会
（令和4年5月27日）資料4-1
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第50回電力・ガス基本政策小委員会
（令和4年5月27日）資料4-1
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【参考】6月の最大電力需要の推移（東京電力管内）

⚫ 6月末の東京電力管内は、過去に例をみない記録的な猛暑となり、６月27日の最大需
要電力は5,254万kWを記録。これは、過去10年の６月の最大需要電力（4,727万
kW）を１割以上上回る異例の高水準。

⚫ その後も、5,238万kW（28日）、5,296万kW（29日）、5,487万kW（30日）と
連日5,200～5,500万kWで推移した。

6

（出典）東京電力ウェブページ等から
資源エネルギー庁作成

5,254

4,727

6月の最大需要電力の推移
（東京電力管内）
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【参考】東京電力管内での6月の電力需要実績

※東京電力パワーグリッドが公表しているエリア需給実績データ（1時間値）より作成（推計実績を含むため今後修正がありうる）

６月各日の電力需要

⚫ 6月27日～30日は、同月の他の日と比べ、早朝から真夜中にかけて、突出して高い電
力需要を記録した。

(万kW)

1時間値の最大
6/27：5,254万kW
6/28：5,238万kW
6/29：5,296万kW
6/30：5,487kW
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【参考】全国の火力発電所の月別の補修量分布

（出典）2022年度供給計画

⚫ 発電事業者においては高需要期を避けて補修計画を立てていた。

⚫ その結果、いわゆる「端境期」に補修が集中。今回ひっ迫注意報を発令した6月には
2,000万kW弱の補修計画が予定されていた。
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6月26日～30日の電力需給ひっ迫時の対応

東京電力エリア 北海道電力エリア 東北電力エリア

6月26日
（日）

6月27日
（月）

6月28日
（火）

6月29日
（水）

6月30日
（木）

7月1日
（金）

電力需給
ひっ迫注意報

※前日26日16:00 発令

※30日18:00をもって解除

電力需給
ひっ迫準備情報

（29日）

電力需給
ひっ迫準備情報

（30日）

電力需給
ひっ迫準備情報

（29日）

電力需給
ひっ迫準備情報

（30日）

電力需給
ひっ迫準備情報

（29日）

電力需給
ひっ迫準備情報

（30日）
改善

（注意報無し）

改善
（注意報無し）

改善
（注意報無し）

改善
（注意報無し）

※30日16:00に解除する旨のプレス

⚫ 6月26日（日）夕方、翌27日（月）の東京電力エリアの広域予備率が5%を下回る見込みと
なったため、資源エネルギー庁において電力需給ひっ迫注意報を発令。

⚫ その後、30日（木）まで注意報を継続し、需給ひっ迫の恐れがなくなった30日18時をもって注意
報を解除した。

⚫ 北海道、東北エリアについては、29日（水）、30日（木）の前々日時点でエリア予備率が5%
を下回る見通しであったため、各エリアの一般送配電事業者が電力需給ひっ迫準備情報を発出。
他方、前日段階で広域予備率の回復が見られたため、注意報の発令はなかった。
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⚫ 23日（木）に公表した週間見通し時点では、27日（月）以降の最小広域予備率は、
電力需給ひっ迫注意報発令の基準である予備率5%を下回らない見通しであった。

⚫ 一方、注意報を発令した前日想定（26日時点）では、エリア需要の増加により、最小
予備率は電力需給ひっ迫注意報発令の水準である予備率5%を下回ることとなった。

⚫ なお、当日は、節電効果による需要の低下や、想定以上の供給力の増加等により、前
日段階での想定よりも予備率は改善した。

前々日・前日時点での見通しの変遷

日時 時間
週間見通し（6月23日公表）

前日想定
※1

当日実績値
※2

最小広域
予備率【％】

エリア需要
【万kW】

エリア供給
【万kW】

最小広域
予備率【％】

エリア需要
【万kW】

エリア供給
【万kW】

広域予備率
【％】

エリア需要
【万kW】

エリア供給
【万kW】

6月27日
（月）

16:30
~

17:00
8.2 4,466 4,762 3.7 5,185 5,399 7.5 4,989 5,426

6月28日
（火）

16:30
~

17:00
8.3 4,357 4,607 3.9 5,032 5,045 10.0 4,990 5,511

6月29日
（水）

16:30
~

17:00
7.3 4,424 4,694 4.2 5,234 5,300 9.4 5,094 5,605

6月30日
（木）

16:30
~

17:00
6.7 4,487 4,735 3.2 5,398 5,456 8.8 5,255 5,715

7月1日
（金）

16:30
~

17:00
6.6 4,756 5,045 6.6 5,232 5,537 8.3 5,313 5,741

※1 前日想定値は、広域予備率が最小となる時間の値
※2 当日実績値は前日最小広域予備率想定時刻と同時刻の広域予備率であり、30分前時点の予想値
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スポット市場（東京）エリアプライス
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時間前市場（平均）
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インバランス料金単価

（円/kWh）

（円/kWh）

⚫ 需給ひっ迫期間中、前日スポット市場価格と当日時間前市場は予備率が最小になると見
込まれた夕方に最も価格が高くなる一方、インバランス料金単価（速報）は当日の予備
率改善を反映し、夕方より朝方が高くなる傾向にあった。

【参考】需給ひっ迫時の市場価格動向

6月27日 6月28日 6月29日 6月30日 7月1日

6月27日 6月28日 6月29日 6月30日 7月1日

6月27日 6月28日 6月29日 6月30日 7月1日
（円/kWh）

（出典）インバランス料金情報公表ウェブサイト https://www.imbalanceprices-cs.jp/

スポット市場、時間前市場公表情報（JEPX HP） http://www.jepx.org/market/

https://www.imbalanceprices-cs.jp/
http://www.jepx.org/market/
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6月27日～7月1日までの東京電力管内の発電電力量

（出典）東京電力PG資料より資源エネルギー庁作成

⚫ 6月27日～7月1日の東京電力管内の発電量は、7割前後を火力発電が占める一方、
水力をはじめとする再エネが3割前後を占めていた。

石炭, 7546万kWh

LNG, 42822万kWh

揚水, 3915万

kWh

太陽光, 10305

万kWh

風力, 191万

kWh

水力（揚水除く）, 

4474万kWh

その他, 393万

kWh

6月27日

石炭, 7611

万kWh

LNG, 45968万kWh

揚水, 4593万

kWh

太陽光, 10709

万kWh

風力, 104万

kWh

水力（揚水除く）, 4598万kWh
その他, 1082万

kWh

6月28日

石炭, 7618万

kWh

LNG, 46640万kWh

揚水, 3841万kWh

太陽光, 10776万

kWh

風力, 220万kWh

水力（揚水除く）, 

4521万kWh

その他, 1121万

kWh

6月29日74,736万kWh

石炭, 7615万

kWh

LNG, 47473万kWh

揚水, 4648万

kWh

太陽光, 10636

万kWh

風力, 189万

kWh

水力（揚水除

く）, 4270万

kWh

その他, 1094万

kWh

6月30日

石炭, 万

kWh

LNG, 48744万kWh

揚水, 4139万kWh

太陽光, 10688

万kWh

風力, 92万kWh

水力（揚水除く）, 

4136万kWh

その他, 723万

kWh

7月1日

69,646万kWh 74,664万kWh

75,926万kWh
76,122万kWh

69,646万kWh

※その他には、自家発焚き増し、電源Ⅰ‘、供給電圧調整の3種類の供給量を含む

<参考：3月22日の電力需給ひっ迫時>
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【参考】東京電力管内の6月の太陽光・風力の発電実績

※東京電力パワーグリッドが公表しているエリア需給実績データ（1時間値）より作成（推計実績を含むため今後修正がありうる）

６月各日の太陽光の出力

⚫ 6月27日～30日は、いずれの日も晴れたところが多く、日中ピーク時の太陽光の出力は
1,300万kWを超え、極めて高かった。

⚫ 一方、風力は、全期間を通じ平均的な出力であった。

６月各日の風力の出力(万kW)

1時間値の最大
6/27：1,328万kW
6/28：1,346万kW
6/29：1,352万kW
6/30：1,344万kW

最大1,459万kW
（6/13 11時台）
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1時間値の最大
6/27：10万kW
6/28：10万kW
6/29：11万kW
6/30：11万kW

最大21万kW
（6/6 14,15時台）

(万kW)
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【参考】6月27日～7月1日の電源種別発電設備利用率

（出典）東京電力PG資料より資源エネルギー庁作成

⚫ 太陽光は、12～13時に設備利用率が最大（7割強）となり、夕方にかけて利用率が
大幅に低下する一方、揚水や水力の利用率が17～20時頃にかけて大きく上昇していた。
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⚫ 揚水は、夜間に下池の水をくみ上げることにより毎日朝に最大発電可能量を確保した上で、
午前中から少しずつ発電を開始し、午後から夜22時頃にかけて、太陽光発電量の減少を
補う形で発電量を増やしていた。

【参考】東京電力エリアにおける揚水発電可能量の推移
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東京電力管内における揚水発電可能量の推移（万kWh）

6月30日 7月1日6月27日 6月28日 6月29日

（出典）東京電力PG資料より資源エネルギー庁作成



今回の電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケートについて
⚫ 資源エネルギー庁では、今回の電力需給ひっ迫の検証や今後の施策の参考とするため、節電対応

の個別事例を把握することを目的として、所管団体を通じてアンケートを行い、東京エリアの製造業
や小売業等、801社から回答を得た。（回答期間： 7月8日～7月13日）

• 約6割が事前に節電行動を検討し、電力需給ひっ迫注意報により事前に行動を検討していた約9
割が普段と行動を変えた。

• 具体的な取組内容は、「節電の呼びかけ」「消灯」「冷房の温度調整」といった身近な取組を大宗を
占め、27日以降、節電への取組事業者数は漸減。

• 需給ひっ迫時に最大限の節電行動が取れるよう、事前に連絡体制は整備していた事業者は約6割。

• 約99%の事業者が継続的な節電に取り組んでおり、今後、突発的な節電の依頼が発された場合、
最大限対応可能な節電規模は0～5％が約4割、6～10％が約2割であった。（「わからない」が
約3割）

２．節電対応

• 小売電気事業者からの個別の節電依頼があったのは2割程度、自治体からの節電依頼や周知が
あったのは6割程度。

• 国から「電力需給ひっ迫注意報」が発令されていることは、6月26日の段階で約6割、27日の午前
中までには９割の事業者が認識。

• 電力需給情報の情報源としてはテレビやインターネットのニュースが圧倒的多く、次いで東電PG・
経産省のホームページが見られていた。他方、Twitterによる情報発信は事業者には、ほとんど見ら
れていなかった。

１．情報発信 結果概要

16



【参考】3月の電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケートについて

⚫ 資源エネルギー庁では、今回の電力需給ひっ迫の検証や今後の施策の参考とさせていただくべく、
節電対応の個別事例を把握することを目的として、所管団体を通じてアンケートを行い、製造業や
小売業等、870社から回答を得た。

• 小売電気事業者からの個別の節電依頼があったのは３割程度、自治体からの節電依頼や周知が
あったのは２割程度。

• 国から「電力需給ひっ迫警報」が発令されていることは、3月21日以前の段階で約5割、22日の午
前中までには９割の事業者が認識。

• 電力需給情報の情報源としてはテレビやインターネットのニュースが圧倒的多く、次いで各社のホー
ムページが見られていた。他方、各社や経産省のTwitterによる情報発信は事業者には、ほとんど見
られていなかった。

• 電力需給ひっ迫警報により、約８割が普段と行動を変えた。

• ただし、具体的な取組内容は、「節電の呼びかけ」「消灯」「暖房の温度調整」といった身近な取組
が大宗を占め、各事業者の節電率は0～5％が約３割、6～10％が約1割、それ以上の節電率
を達成した事業者は極少数。（その他は「わからない」又は未回答）

• 節電依頼が来た場合への事前の備えがあった事業者は約2割に留まる。

• 今後、突発的な節電の依頼が発された場合、最大限対応可能な節電規模は0～5％が約４割、
6～10％が約２割であったが、そのためには1日前までの周知が望ましいという回答が多かった。

１．情報発信

２．節電対応

結果概要

第48回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年4月26日）資料4-2
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【参考】アンケート質問項目
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【参考】電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケート結果① 情報の取得について

19

都道府県や市町村から需要家への
節電依頼や周知は6割程度

6月27日午前中までの依頼が約8割

3月の需給ひっ迫では自治体からの
節電依頼や周知は2割程度

（回答数：870）

3月の自治体からの節電要請（東京・東北 両エリア）

小売電気事業者から需要家への
個別の節電依頼は2割程度

6月27日午前中までの依頼が約7割

3月の需給ひっ迫では小売からの
節電依頼や周知は3割程度

（回答数：870）

3月の小売からの節電要請（東京・東北 両エリア）
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【参考】電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケート結果②

国から「電力需給ひっ迫注意報」が
発令されていることを6月27日時点で

ほぼ全ての需要家が認識

6月27日の午前中までに9割が認識

電力需給に関する情報発信のうち
見られていたもの

8割以上がTVやインターネットを確認
3割以上が東電・経産省のHPを確認

情報の取得について

（回答数：761）

はい
95%

いいえ
5%

（回答数：801）

ひっ迫注意報を知っていた

＜件＞

＜件＞



【参考】電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケート結果④ 節電について

節電実行割合

はい
56%

いいえ
44%

はい
89%

いいえ
11%

（回答数：761）

（回答数：451） ＜件＞

＜件＞

約6割の需要家が事前に節電行動を検討
「電力需給ひっ迫注意報」 により、
約9割の需要家が節電行動を実施

6月27日以降、節電行動は漸減

その他の節電行動
◆ 外壁等などの消灯
◆ 電気空調からガス空調に切り替え
◆ ディマンド・リスポンス対応

節電の対策により生じた追加的コスト
◆ 節電実施による店内看板、POPなどの製作費
◆ ガスの追加購入費用
◆ 大幅な減産

節電行動の事前の検討
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【参考】電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケート結果④ 節電について

節電要請時の連絡体制の整備

はい
66%

いいえ
34%

連絡実行割合

はい
94%

いいえ
6% 「いいえ」の理由

◆ 危機管理マニュアルの項目に入っていなかった

◆ 予想よりも早かったため準備中であった

◆ 定常的な節電行動を全拠点で常時実施していたため

◆ 各拠点にて判断することとなっているため

◆ 情報が多すぎて内容が混乱している

（回答数：801）

（回答数：451）

約6割の需要家が事前に連絡体制を構築

「電力需給ひっ迫注意報」 により、
約9割の需要家が連絡を実施
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【参考】電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケート結果④ 節電について

約99%の事業者が継続的な節電に
取り組んでいる

「その他」の対応
◆ 照明、空調機を省エネタイプへ更新
◆ 電気料金の社内掲示
◆ 商業用TVモニターの消電
◆ 自家発電設備の稼働
◆ 生産計画、稼働調整にて負荷低減
◆ オフィス空調でのデマンドレスポンス制御
◆ ロゴサイン，内照式看板等の消灯

今後、短期の突発的な節電の依頼が国や
電気事業者から発された場合、最大限

対応可能な節電規模（推計）

0～5％ →約4割
6～10％ →約2割

11～15％ →約0.5割
16～31％以上 →約0.5割

わからない→約３割

＜件＞

＜件＞
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【参考】電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケート結果⑤

＜情報発信＞

⚫ 前日の午前中までにお知らせをいただければありがたい

⚫ 災害避難勧告時のようなアラームをスマホで出してほしい

⚫ 今回、猛暑継続が予報されていたが、日々追加で注意報が発令されました。予測で良いと思いますのでいつ
までひっ迫状況が続くのか情報発信して頂けると有難い。

⚫ 特にひっ迫時間を指定してもらえば、社員もより理解と協力が進む。

⚫ ネットニュースの速報を出していただけると認知しやすい

⚫ 経産省・資源エネルギー庁窓口担当者宛てのアラートメール発信

⚫ 国として、対応方針などの告知窓口を一本化し、HPも一か所に揃えていただきたい。

＜節電対策＞

⚫ 電力消費の多い地域での節電の工夫を更に推進してもらいたい

⚫ 休業の分散化等具体的な行動

⚫ ビル共用部などテナントでは対策に限りがあるため、ビルオーナーへの協力要請を行ってもらいたい

⚫ 企業に対し、エリア分けしたうえで、時間帯を決めて具体的な節電要請を行う。

⚫ 一定の強制力がある法制度での節電指示

⚫ ひっ迫しているとされながら街中には無駄な照明も多く、危機感が感じられない。

⚫ 節電の取り組み事例を発信してほしい。

⚫ 熱中症対策との連携について対応方法をわかりやすく提示いただけると助かります。

⚫ 節電要請をいただく際に、どの取り組みを行うとどれくらい節電になるかもお知らせいただくと、より節電に対する
意識や行動につながるかと思います。

国への要望
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【参考】電力需給ひっ迫における節電対策に係るアンケート結果⑥

＜その他＞
⚫ 節電協力に対する協力金制度
⚫ 電力会社が行っている節電ポイント制度のような昨年度比削減ではなく、例えば３人世帯は何

kWh以下でマイナポイント付与など。企業(電力会社)には夜間操業に格安プランを推進するなど。
⚫ ひっ迫時の対応事例及び自己評価SAQのような取り組み支援
⚫ 電力設備の拡大、自家発電設備導入・燃料費の補助
⚫ 公的な予備的発電能力整備、企業や家庭での具体的な蓄電推進策策定
⚫ 自然エネルギーや原発の稼働による電力供給量の底上げを推進してほしい。
⚫ 常時稼働の自家発電設備について現在は所内消費電力以上の発電逆潮が認められていない。地

域電力需給がひっ迫した際に逆潮も可能とする体制やガイドラインがあれば、企業として地域貢献
も含め検討が可能。

⚫ 危機感の温度差がありすぎるので統一性を図る策を講じる。（節電実績に対する減税措置など）
⚫ 自家発電設備の導入の補助金のさらなる増額等による電力会社への負担低減措置の推進
⚫ 積極的に節電に取り組んでいる組織の公表等
⚫ 稼働可能な発電所の運用に向けた支援

国への要望
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【参考】小売電気事業者による節電等の対応①

⚫ 6月27日（月）～30日（木）の東京エリアでの需給ひっ迫注意報発令時に、東京
電力エナジーパートナーでは以下のような取組を行った。

– 素材系メーカーを中心にした需要抑制(DR)の活用

– ３月の電力需給ひっ迫踏まえて新設した大口需要家向けの需要抑制契約（節
電・自家発の増出力）等の前倒し実施（契約期間は7月から。6月27日、29日
のみ）

対策 対象件数 調整規模 備考

DR 約300件
最大時：約33万kＷ
※推定値

✓ 昼と夜に区分し実施
✓ 化学（電解）・産業ガスなどの素材系メーカー中

心

節電要請
（自家発増出力含む）

約12,000件 最大時：約11万kＷ
※需要家ヒアリングによる推定値

✓ 3月の需給ひっ迫時の約5,400件から倍増
✓ 新たな契約の未加入の需要家にも要請
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【参考】小売電気事業者による節電等の対応②

⚫ 小売電気事業者の(株)エネットは電力需給改善のため、顧客（約6000施設）に対
し、ディマンドレスポンスサービスEnneSmart®を提供。 6月の電力需給ひっ迫時におい
て、 27～30日までEnnesmart ®を契約している顧客に対して、東京エリアで9時～
20時を対象に節電要請を行い、当該時間帯において4日合わせて約23万kWhの節
電となった。

（参考）エネットHPイメージ図

（出典）資源エネルギー庁 ディマンド・リスポンス（DR）について DR実施事業者一覧 より
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/dr/list.html

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/dr/list.html
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【参考】小売電気事業者による節電等の対応③

（出典）資源エネルギー庁 ディマンド・リスポンス（DR）について DR実施事業者一覧 より
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/dr/list.html

⚫ 小売電気事業者のエナリスでは、2021年7月より、需給ひっ迫時のDRサービスを開始。
業務・産業用の需要家を対象に、通常メニューとは別途アドオン契約を締結。前日のス
ポット市場価格参考に発動を判断し、前日にメールで連絡。kWhに応じた対価を支払
い還元。

⚫ 6月の電力需給ひっ迫時には、業務産業用需要家30件程度（全国各地）が節電
要請に応じ、エリアによって節電の時間は異なるが、 27～30日の間で合計約12.5万
kWh（ベースラインから約10%）の節電となった。

（参考）エナリスHPイメージ図

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/dr/list.html
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【参考】海外の節電要請事例

⚫ 海外においても、電力需給がひっ迫する際は、様々な形で節電要請を実施。

⚫ 特に、本年は、寒波や猛暑の影響等により、節電要請が行われる例が増えている。

• 4月2日、フランスの送配電事業者RTEは、約半数の原発が検査等により停止する中、気温の大幅
な低下による電力需要の増大で週明け4日の需給がひっ迫するとして、企業や自治体に対し、週末
のうちに電気機器をするなどし、特に4日の午前7～10時に電気の使用を控えるよう要請した。

フランス

• 石炭火力発電所の老朽化や稼働停止が相次ぐ中、寒波により暖房需要が増加したことなどから電
力需給がひっ迫し、6月15日、オーストラリアの気候変動・エネルギー大臣は、ニューサウスウェールズ州
住民に対し、毎日2時間、午後6時から8時までの節電を要請した。

オーストラリア

• 6月16日、カリフォルニアの系統運用機関（CAISO）は、猛暑により電力需要の増大が見込まれる
ことから、州全体にフレックス・アラートを発令し、電力不足を避けるため、翌日午後5時から10時まで
電気の使用を控えるように需要家に要請した。

カリフォルニア

• 7月10日、テキサスの系統運用機関（ERCOT）は、熱波により電力需要の増大が見込まれるとし
て、州内の需要家に対し、翌日の午後2時から8時までの節電を要請した。なお、当初、計画停電に
陥る可能性もあるとされていたが、予備の発電設備の稼働等により計画停電は回避された。

テキサス

出所：各種報道等を元に資源エネルギー庁まとめ



【参考】米国カリフォルニア州における電力需給ひっ迫アラート体制①

• カリフォルニア独立系統運用機関（CAISO）には、電力需給ひっ迫が予見される際に、電気事業者、
市場参加者、連邦、規制機関等に発令する、独自の段階的な警報の仕組み(AWE)がある。

• CAISOでは、北米電力信頼性評議会（NERC）が策定する、段階的なアラート・非常事態宣言の
仕組み（EEA）と整合させる形で、よりステップが多く、きめ細やかなAWEを運用している。

＜AWE（Alert, Warning, Emergency）のステップ＞
フレックスアラート
• 個人や企業に向けた自主的な節電の呼びかけ
• 高気温、発電所の計画停止、送電線の火災等によ

り発令される
• 通常は前日に通知されるが、緊急時には事前通告

なしの場合もある。

メンテナンス規制
• エリア内での、指定された時刻における、送電線や発

電所のメンテナンスを避けるよう呼びかけ

注意報（Alert）
• 使用可能な設備が最大限稼働してなお、供給力不足

が見込まれる場合、前日15時までに発令
• 電力市場参加者には、追加供給力の供出を奨励
➢ EEAレベル0：監視

警報（Warning）
• 送配電事業者の予備電源使用が見込まれる状態
• 電力市場参加者には、追加供給力の供出を奨励
➢ EEAレベル１：増出力
• ディマンドレスポンスの要請
➢ EEAレベル２：需要抑制

緊急事態宣言（Emergency)

ステージ１
• 送配電事業者の予備電源が不足することが見込まれる

状態
• 特定の電力市場参加者に対し、自主的にエネルギー使

用を抑制するよう要請
➢ EEAレベル２：需要抑制

ステージ２
• 全ての対策を講じてなお、想定需要に対応できないことが

見込まれ、発電所に稼働を命じるなどCAISOの市場介
入が必要な状態

• 事業者に対し、可能な限り自主的な需要抑制を求める
• 最大限の節電を要請

1時間前通告
• 1時間以内に停電が開始されることを通告
➢ EEAレベル３：負荷遮断（停電）

ステージ３
• 停電が切迫している、または発生中の状態
• 自家発電や非常用電源の稼働を求める

（出典）http://www.caiso.com/Documents/SystemAlertsWarningsandEmergenciesFactSheet.pdf

第47回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年4月12日）資料3-4
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【参考】米国カリフォルニア州における電力需給ひっ迫アラート体制②

（出典）http://www.caiso.com/Documents/FlexAlertNoticesIssuedFrom1998-Present.pdf

⚫ フレックスアラートの発令は近年増加傾向。
⚫ 2020年8月には、歴史的な猛暑による大幅増で、緊急

事態宣言ステージ３が発令され、計画停電が行われた。

＜家庭＞
• 夏の間、エアコンを25.5℃以上に設定。
• 電話の充電器や機器の電源を抜く。（スタンバイモードの

時に電源を抜くと、年間100ドル節約できると試算）
• 給湯器を49度に下げる（給湯器は家庭のエネルギー消

費の13％を占める）。
• 電気自動車の充電を夜中に行う。

＜オフィス、商業ビル＞
• エネルギー管理計画の策定し、より省エネな設備にするな

ど計画を実行する。結果を測定し検証、投資家や管理者
にも情報を提供する。

• 電力会社のディマンドレスポンスへの参加。

※参考
AWEシステムの発令は、全て通知のテンプレートが用意されており、必
要な場合即座に送配電事業者や市場参加者、自治体等に送られる。

緊急事態宣言ステージ1の通知文

AWEの発動実績（1998～2021年） フレックスアラートで推奨される節電事例（抜粋）

（出典）http://www.caiso.com/Documents/4420C.pdf

（出典）CAISOホームページ

第47回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年4月12日）資料3-4
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【参考】7月のテキサス電力信頼度協議会（ERCOT）による節電要請

⚫ ERCOTはテキサス州民および企業に対して、11日の14時～20時を対象に、自主的な節電要
請（Conservation Appeal）を発出し、需要見通し7967.1万kWに対して約0.6%程度
の合計約50万kWの節電となった。

⚫ 13日の14時～21時を対象に、11日と同様にConservation Appealを発出した後、予備力
が300万kWを下回ったため注意報（Advisory）を発出し、緊急用のディマンド・レスポンス
（ERS：Emergency Response Service）を発動し、需要見通し7845.1万kWに対し
約1.3%程度の合計約100万kWの節電となった。

＜ERCOTによる節電要請のステップ＞

Control Room
Operating

Condition Notice
(OCN)

OCN
• 追加的電源供出を必要とする周知
• ホットラインおよびHPを通じて市場参加者に通達

Conservation
Alert

節電の注意喚起
• 消費者に電気使用量の削減を呼びかけ
• HP等での系統情報の更新

Control Room
Advisory

注意報(Advisory)
• 予備力300万kW以下かつ30分以内の復帰が見込め

ない場合に発動
• 緊急警報(EEA)に至るおそれがあることを通知

Control Room
Watch

警報(Watch)
• 予備力250万kW以下かつ30分以内の復帰が見込め

ない場合に発動
• EEAが差し迫った状況にあることを通知

EEA 1 –
Conservation

Needed

緊急警報(EEA)レベル１
• 予備力230万kW以下かつ30分以内の復帰が見込め

ない場合に発動
• 全ての利用可能な電源が投入済みで、系統信頼性の

維持に懸念が生じている状態

EEA 2 –
Conservation

Critical

緊急警報レベル２
• 予備力175万kW以下かつ30分以内の復帰が見込め

ない場合に発動
• 負荷遮断等の実施により最低限必要な緊急予備力を

維持している状態

EEA 3 –
Rotating

Outages in
Progress

緊急警報レベル3
• 予備力100万kW以下かつ30分以内の復帰が見込め

ない場合
• 最低限必要な予備力を確保出来ない状態
• 輪番停電の実施を通達

（出典）https://www.ercot.com/normal
https://www.ercot.com/files/docs/2022/01/04/Energy_Emergency_Alert_Communications_Matrix.pdf

https://www.ercot.com/normal
https://www.ercot.com/files/docs/2022/01/04/Energy_Emergency_Alert_Communications_Matrix.pdf


１．2022年6月の東京電力管内における
電力需給ひっ迫

２．2022年度の電力需給対策
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2022年度の電力需給対策

⚫ 2022年度夏季に向けては、点検中の発電所が7月のピーク時に向けて順次運転を開
始することにより、6月末に需給ひっ迫が生じた東京電力管内においても、電力の安定供
給を確保する一定の見通しが立った。

⚫ 他方、足下では発電所の計画外停止が常に発生しており、供給力に十分な余裕がある
状況にはない。加えて、ロシアのウクライナ侵攻の影響で引き続き燃料価格は高騰してお
り、6月には米国のLNG輸出施設で火災が発生するなど、燃料を取り巻く情勢は予断を
許さない。

⚫ このため、冬季に向けては、追加の供給力（kW）公募等を通じてあらゆる電源を最大
限活用しつつ、必要な燃料の確保に向けて、適切なタイミングで追加のkWh公募等の
対策を講じていくこととしてはどうか。
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【参考】今後の総合的な電力需給対策（6/7電力需給に関する検討会合※）

⚫ 電源募集（kW公募）の実施による休止電源の稼働

⚫ 追加的な燃料調達募集（kWh公募）の実施による予備的な燃料の確保

⚫ 発電所の計画外停止の未然防止等の要請

⚫ 再エネ、原子力等の非化石電源の最大限の活用

⚫ 発電事業者への供給命令による安定供給の確保

⚫ 容量市場の着実な運用、災害等に備えた予備電源の確保

⚫ 燃料の調達・管理の強化

⚫ 脱炭素電源等への新規投資促進策の具体化

⚫ 揚水発電の維持・強化、蓄電池等の分散型電源の活用、地域間連系線の整備

１．供給対策

３．構造的対策

⚫ 節電・省エネキャンペーンの推進

⚫ 産業界、自治体等と連携した節電対策体制の構築

⚫ 対価支払型のディマンド・リスポンス（DR）の普及拡大

⚫ 需給ひっ迫警報等の国からの節電要請の高度化

⚫ 使用制限令の検討、セーフティネットとしての計画停電の準備

２．需要対策

※ 東日本大震災後の電力供給不足への対応策を総合的かつ強力に推進するために設置
（構成員：全閣僚）。本年6月、足元の電力需給の厳しさを受けて、5年ぶりに開催。
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【参考】2022年度夏季の電力需給見通し

⚫ 公募を通じた休止電源の運転再開（追加供給力公募）等により、７月の東北から九州
エリアの予備率は3.7%に改善。 ※最低限必要な予備率は3％

7月 8月 9月
北海道 21.4% 12.5% 23.3%
東北

3.1%

4.4% 5.6%

東京
中部
北陸

3.8%
関西
中国
四国
九州
沖縄 28.2% 22.3% 19.7%

＜5月時点＞ ＜現時点＞

7月 8月 9月
北海道 21.4% 12.5% 23.3%
東北

3.7％ 5.7％

6.2%東京
中部
北陸

6.4%
関西
中国
四国
九州
沖縄 28.2% 22.3% 19.7%

10年に一度の猛暑を想定した需要に対する予備率

追加供給力公募（kW）の落札結果反映／赤穂2号機の運転制約緩和（供給力増加量：約30万kW）／美浜3号の運
転計画変更（供給力増加量：8月に約42万kW、9月に約78万kW）

増加要因

・広野5号の復旧時期遅れ（56万kW:6月21日⇒ 復旧未定）／大飯４号の定期検査工程変更（118万kW:7月6日⇒ 7月下旬日）

減少要因

＋

－

（出典）電力広域的運営推進機関

第51回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年6月30日）資料3-1 一部修正
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【参考】夏季に向けた供給力の積み増し状況

⚫ ６月末のひっ迫後、供給力は着実に積み増している。

東京電力管内における主な発電所の供給力増加の推移(累積)

※毎年、高需要期の夏と冬を避けて、発電所の定期点検等を
行っており、夏と冬に向けて稼働する発電所が増加

出典：発電情報公開システム（HJKS）2022/07/19 16：00時点
https://hjks.jepx.or.jp/hjks/
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※停止区分が「計画停止」であり種別が「燃料制約」である登録情報を
除いた発電所のうち停止日時が6月28日以前である発電所出力を計上

（万kW）

https://hjks.jepx.or.jp/hjks/
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【参考】発電所の計画外停止（昨年度との比較）

⚫ 7月以降の発電所の計画外停止量は、これまでのところ、昨年度を若干上回るペースで
推移。

0

50

100

150

200

250

300

350

6/27 6/28 6/29 6/30 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 7/13 7/14 7/15

発電所計画外停止による停止出力の推移比較

出典：発電情報公開システム（HJKS）2022/07/13 15：00時点
https://hjks.jepx.or.jp/hjks/

142万
（kW）

令和4年

令和3年

(万kW)

(月/日)

電力需給ひっ迫注意報
発令期間

6月27日～6月30日

https://hjks.jepx.or.jp/hjks/
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⚫ 今夏については、電力の安定供給を確保する見通しが立った一方、冬季においては、電
力の需給ひっ迫が懸念されている。

⚫ このため、7月14日、岸田総理から萩生田経済産業大臣に対し、できる限り多くの原発
の稼働を進めるとともに、ピーク時に余裕を持って安定供給を実現できる水準を目指して
火力発電の供給力を追加的に確保するよう、指示があった。

【参考】冬季に向けた供給力確保策

まず、エネルギーの安定供給確保です。この夏の電力供給については、政府からの要請も踏まえ、関係の

皆さんの御努力により、全国で１０以上の火力発電所の運転が次々と再開し、電力の安定供給を確保する見
通しが立ちました。

熱中症も懸念されるこの夏は、無理な節電をせず、クーラーを上手に使いながら乗り越えていただきたいと
思います。

しかしながら、この冬については再度需給逼迫（ひっぱく）が起こることが懸念されています。何としてもそう
した事態を防いでいかなければなりません。私から経済産業大臣に対し、できる限り多くの原発、この冬で言
えば、最大９基の稼働を進め、日本全体の電力消費量の約１割に相当する分を確保するとともに、ピーク時
に余裕を持って安定供給を実現できる水準を目指し、火力発電の供給能力を追加的に１０基を目指して確保
するよう指示をいたしました。

これらが実現されれば、過去３年間と比べ、最大の供給力確保を実現できます。政府の責任においてあら
ゆる方策を講じ、この冬のみならず、将来にわたって電力の安定供給が確保できるよう全力で取り組みます。

（2022年7月14日 岸田総理会見）
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【参考】2022年度冬季の電力需給見通し

⚫ 3月の福島沖地震で被災した新地火力1号が年内に復旧する見通しとなり、マイナスだっ
た東京の予備率は1％台半ばに改善。しかしながら、北海道と沖縄を除く全国8エリアで、
依然として安定供給に必要な予備率3％を確保できていない状況。

⚫ このため、冬季に向けて供給力を最大限確保するべく、予備率3％に不足する分に加え、
予備率1％に相当する電源を、公募により追加的に確保する予定（募集量：東北・東
京エリア170万kW、中西6エリア190万kW）。

12月 1月 2月 3月
北海道 12.6% 6.0% 6.1% 10.0%
東北

7.8%
3.2% 3.4%

9.4%

東京 ▲0.6%▲0.5%
中部

4.3% 1.3% 2.8%

北陸
関西
中国
四国
九州
沖縄 45.4% 39.1% 40.8% 65.3%

＜現時点＞10年に一度の厳寒を想定した需要に対する予備率＜5月時点＞

12月 1月 2月 3月
北海道 12.6% 6.0% 6.1%

12.3%
東北

7.8%
1.5%
(103)

1.6%
(95)東京

10.1%

中部

5.5%
1.9%
(99)

3.4%

北陸
関西
中国
四国
九州
沖縄 45.4% 39.1% 40.8% 65.3%

※()内は3％に対する不足量 単位:【万kW】（出典）電力広域的運営推進機関

第51回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年6月30日）資料3-1 一部修正



【参考】供給力に織り込んでいない要素
⚫ 現状、IGCC実証試験機や試運転機については、冬季の供給力として見込んでいないものの、稼働ができれば、

実需給断面での追加の供給力となり得る。

⚫ 高浜3号機については、7月19日に再稼働時期が未定→2022年7月26日に変更となった。現時点では予備
率に反映していないものの、冬季の供給力が増加する見込み。

事業者名 燃料 設備容量[万kW] 運転状況※

勿来IGCCパワー合同会社 石炭 52.5
ガス化炉関連設備の不具合で2022年7月12日より出力低下運転中（低下量25万
kW）。復旧時期は未定。

広野IGCCパワー合同会社 石炭 54.3
2022年2月25日よりボイラ関連設備の不具合よりユニットを停止していたが、7月18日
から出力を低下させ稼働中（低下量27万kW）。2022年10月1日から2022年12
月24日の定期点検を実施し、以降再稼働予定。

＜石炭ガス化複合発電プラント（IGCC）＞ ※7月19日16時時点HJKSの情報

＜2022年度冬季に試運転を実施する主な電源＞

事業者名 ユニット名 燃料 設備容量【万kW】 試運転開始予定 営業運転開始予定

四国電力株式会社 西条1号機 石炭 50 2022年12月中旬 2023年6月

株式会社JERA

姉崎新1号機 LNG 64.7 2022年8月 2023年2月

姉崎新2号機 LNG 64.7 2022年12月 2023年4月

姉崎新3号機 LNG 64.7 2023年3月 2023年8月

横須賀1号機 石炭 65 2022年9月 2023年6月

事業者名 ユニット名 電源種別
設備容量
[万kW]

運転状況※

相馬共同火力
発電株式会社

新地2号機 火力 100 現在2023年3月末まで補修停止予定。事業者において、復旧の更なる早期化を
検討中。

関西電力株式会社 高浜3号機 原子力 87 現時点で供給力に計上していないものの、7月19日に運転再開の見通しが立ち、
運転開始時期が「未定」から2022年7月26日に変更となった。

＜今後の供給力変化要因＞ ※7月19日時点の情報
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【参考】原子力発電所の現状 2022年7月４日時点
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最近の燃料動向

⚫ ウクライナ情勢等の影響により、世界的にLNG、石炭等の燃料価格が例年に比して高
騰している。

⚫ 加えて6月米フリーポートにて火災が発生し、操業停止の長期化が見込まれるなど、燃料
リスクも予断を許さない状況。

⚫ 一方、足下の日本のLNG在庫は、5月以降例年平均を上回っており、おおよそ200万ト
ン前後で推移している。

⚫ 今後も燃料の安定供給に向け、燃料の動向については引き続き注視していく。



大手電力会社のLNG在庫の推移（2022年7月17日時点）

⚫ 発電用LNGの在庫状況について週1度の調査を実施。

⚫ 5月以降、大手電力会社の在庫は例年平均を上回っていたが、最新（7/17時
点）の在庫はほぼ同じ値となり、200万トンを少し下回った。

※大手電力会社に対する調査に基づき資源エネルギー庁作成
※在庫量はデッド（物理的に汲み上げ不可な残量）を除く数量。

7/17時点（最新）
194万トン

単位：万トン
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直近のLNG価格の推移

【NBP】
3月8日
$66.10
※過去最高

【JKM】
2021年1月
$32.49
※当時過去最高

（出典）S&P Global Platts他

日本のLNG輸入価格

【JKM】
3月7日
$84.76
※過去最高
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⚫ 石炭価格は、主要な輸出国である豪州・インドネシア、輸入国である中国・インド等に左右
される。最近の動向としては、輸入側では、Covid-19からの経済回復による需要増に加え、
ロシアに対する制裁として石炭輸入のフェーズアウトや禁止などから、市場構造に変化が生
じ、輸出側では、豪州の悪天候等が市場価格に影響するなど、価格は上昇傾向にある。

⚫ 構造的には、アジア地域での需要が増加する一方で、世界的な供給力不足を背景に、価
格は現在、最も高い水準にある。

【参考】石炭価格の推移（2010年以降）
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⚫ 2022年6月8日米フリーポートLNGプロジェクトの、貯蔵タンクから運搬船にLNGを移送するパイプ
でLNGが漏れて気化、引火し、設備火災につながった。約40分後に鎮火。

⚫ 火災で設備が破損した同プラントの必要な修繕・完全稼働復帰は2022年末以降となる見込み。部分
的な再稼働再開は、90日程度を目標とするとされている。

⚫ 同プロジェクトでは年産能力約1,500万トンのプラントから、東京電力ホールディングスと中部電力
が共同出資するJERAや大阪ガス、英仏の石油メジャーなどがLNGを調達している。日本への影響に
ついては精査中。

【参考】米フリーポートLNGプロジェクトの火災について（主に米フリーポート社 プレスリリースより）
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＜ブルームバーグ通信社シンガポール支局記者による分析＞
✓ フリーポートの操業停止は、今夏に多くの量の供給が予定されていた欧州への影響が大きいと予想される。
✓ しかしながら、操業停止の長期化により今冬、アジアの顧客に十分に提供できなくなる可能性もある。

（出典）フリーポート社プレスリリースhttp://freeportlng.newsrouter.com/news_release.asp?intRelease_ID=9744&intAcc_ID=77

http://freeportlng.newsrouter.com/news_release.asp?intRelease_ID=9744&intAcc_ID=77

